
証券コード 7448
平成27年４月28日

株 主 各 位
東京都渋谷区元代々木町30番 13号

代表取締役社長 西 脇 昌 司
　

第55期定時株主総会招集ご通知
　

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第55期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出
席くださいますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができます
ので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用
紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成27年５月13日（水曜日）午後６時まで
に到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬 具
記

１. 日 時 平成27年５月14日（木曜日）午前10時（受付開始：午前９時20分)

２. 場 所 東京都中央区日本橋兜町２番１号
株式会社東京証券取引所 東証ホール（２階）
（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。）

３. 目的事項
報 告 事 項 第55期（平成26年２月21日から平成27年２月20日まで）事業報告お

よび計算書類報告の件
決 議 事 項
第１号議案 定款一部変更の件
第２号議案 取締役４名選任の件
第３号議案 監査役２名選任の件
第４号議案 補欠監査役１名選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くだ
さいますようお願い申しあげます。また、資源節約のため、この「招集ご通知」 を
ご持参いただきますようお願い申しあげます。

◎株主総会参考書類ならびに事業報告および計算書類に修正が生じた場合は、インタ
ーネット上の当社ウェブサイト（http://www.jeansmate.co.jp）に掲載させていた
だきます。

◎総会ご出席者へのおみやげはご用意しておりませんので、あらかじめご了承いただ
きますようお願い申しあげます。
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　（提供書面）
事 業 報 告

（平成26年２月21日から
平成27年２月20日まで）

１．会社の現況に関する事項
(1) 当事業年度の事業の状況

① 事業の経過および成果

　当事業年度におけるわが国経済は、政府による経済政策等により、企業収益

や雇用環境の改善が徐々に見られ、景気は緩やかな回復基調にあるものの、個

人消費につきましては消費税率の引き上げ後の消費マインドの低迷や物価上昇

など、先行きが不透明なまま推移いたしました。

　このような経営環境のもと、当社では業績の回復と安定成長への基盤づくり

に向けて取り組んでまいりました。

　商品面におきましては、春物商品の立ち上がりでは苦戦いたしましたが、夏

物や冬物商品などは例年よりも前倒しで投入したことが奏功し、いずれも順調

に立ち上がることができました。そのような中で夏物商品では機能素材（ゼロ

ステイン：汗じみが目立ちにくい素材）を使った半袖Ｔシャツやポロシャツを

軸にショートパンツなどが全体を牽引しました。冬物商品ではパーカ等の羽織

り物やセーター類が好調に推移し全体を押し上げた一方で、ボトムス類やアン

ンダーウェア類は期間を通して前年を下回る水準で推移いたしました。

　販売面といたしましては、新聞折込広告や雑誌広告を継続するとともにメー

ルによる情報配信を積極的に取り組んでまいりました。同時にSNS(ソーシャル

ネットワーキングサービス）の活用やWEB広告などにもチャレンジし、お客様へ

のアプローチの充実を図ってまいりました。

　また、プライベートブランド（メンズ「Blue Standard」、レディース

「innocent blue」）を軸に生活雑貨等をミックスした新業態店舗「comfort blue

（コンフォートブルー）」を４月に立ち上げるとともに、これまで自社サイトの

みで運営していた通信販売におきましては、９月に大手通販サイト「Amazon」

へ出店いたしました。

　出退店につきましては、上記の「comfort blue」および「Blue Standard」を

それぞれ１店舗と「JEANS MATE」を２店舗（合計４店舗）出店し、「JEANS
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MATE」４店舗および「ワケあり本舗」１店舗を退店したことにより、当事業年

度末の総店舗数は97店舗となりました（JEANS MATE78店舗、ワケあり本舗11店

舗、Happy Door３店舗、Blue Standard２店舗、STREET２店舗、comfort blue１

店舗）。なお、24時間営業店舗は17店舗（すべて「JEANS MATE」）となりました。

　以上の結果、売上高98億18百万円（前期比1.1％減）、営業利益31百万円（前

期は営業損失６億82百万円）、経常利益75百万円（前期は経常損失６億30百万

円）、当期純損失46百万円（前期は当期純損失７億56百万円）となりました。

　なお、従来より実施していた弊社独自のポイントカード制度は平成27年２月

28日をもって全て終了いたしました。当制度が終了したことにより、当事業年

度の売上総利益率が0.9ポイント改善しております。

　部門別の売上高は次のとおりであります。

部 門 売 上 高 構 成 比 前 期 比

千円 ％ ％

ボトムス
（ジーンズ、カジュアルパンツ他）

2,973,480 30.3 98.0

トップス
（シャツ、Ｔシャツ、ジャケット他）

4,762,770 48.5 100.4

小 物
（ソックス、雑貨他）

2,082,339 21.2 97.1

計 9,818,589 100.0 98.9

② 設 備 投 資 の 状 況

　当事業年度の設備投資の総額は266百万円（敷金および保証金含む。）であり、

当事業年度中の新規出店は次の４店舗であります。

店 名 所 在 地 出店年月

comfort blue オ リ ナ ス 錦 糸 町 店 東京都墨田区 2014年４月

Blue Standard ゆ め タ ウ ン 博 多 店 福岡県福岡市 2014年４月

JEANS MATE 浜 松 メ イ ワ ン 店 静岡県浜松市 2014年７月

JEANS MATE ビバモールさいたま新都心店 埼玉県さいたま市 2014年12月
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(2) 財産および損益の状況の推移

区 分
第52期

（自23.2.21
至24.2.20）

第53期

（自24.2.21
至25.2.20）

第54期

（自25.2.21
至26.2.20）

第55期

（自26.2.21
至27.2.20）

売 上 高(千円) 11,533,343 10,915,460 9,924,912 9,818,589

経常利益又は損失(△)(千円) △175,188 △110,771 △630,749 75,900

当 期 純 損 失 ( △ )(千円) △1,154,394 △297,572 △756,979 △46,252

１株当たり当期純損失(△) (円) △105.63 △27.23 △69.27 △4.23

総 資 産(千円) 8,524,888 7,993,178 7,059,101 6,886,547

純 資 産(千円) 6,381,861 6,093,925 5,341,924 5,294,364

１株当たり純資産額(円) 583.96 557.66 488.88 484.57

　

(3) 対 処 す べ き 課 題

　当社を取り巻く環境は、次期におきましても、国内景気の回復には期待が持た

れるものの、個人消費については引き続き予断を許さない状況が続くものと予想

されます。

　そのような中、当社といたしましては、商品競争力と店頭販売力を再強化し、

安定成長企業としての基盤づくりに努めてまいります。

　着実に成長しているプライベートブランド商品を充実させるとともに、売場で

の展開方法や販売方法などについても精度を高めていき、分かりやすく買いやす

い売場づくりに努めてまいります。また、メール配信をはじめ、SNSなどを積極活

用しながら「今のジーンズメイト」を発信することでお客様に興味を持っていた

だき、ご来店のきっかけとしていただけるよう努めてまいります。
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(4) 主 要 な 事 業 内 容（平成27年２月20日現在）

　当社はカジュアルウェアや雑貨等を販売する専門店チェーンであります。平成

27年２月20日現在で「JEANS MATE」業態78店舗、「ワケあり本舗」業態11店舗、

「Happy Door」業態３店舗、「Blue Standard」業態２店舗、「STREET（ストリー

ト）」業態２店舗、「comfort blue（コンフォートブルー）」業態１店舗の計97店舗

を展開しております。

　出店形態は駅周辺や繁華街等の集客力のある商業集積地へのビルイン出店を軸

に、ショッピングセンター内テナント出店などドミナントエリアを形成しつつあ

ります。

　
(5) 主要な事業所および店舗（平成27年２月20日現在）

本 社 東京都渋谷区元代々木町30番13号

戸田物流センター 埼玉県戸田市笹目８丁目９番10号

店 舗

計97店舗

JEANS MATE 78店舗 東京35、神奈川15、千葉3、埼玉13、
静岡1、愛知2、大阪3、兵庫2、
広島2、山口1、福岡1

ワケあり本舗 11店舗 東京1、神奈川2、千葉1、愛知1、
三重1、大阪4、兵庫1

Happy Door ３店舗 栃木1、神奈川1、広島1

Blue Standard ２店舗 大阪1、福岡1

STREET ２店舗 千葉2

comfort blue １店舗 東京1

　
(6) 従 業 員 の 状 況（平成27年２月20日現在）

事業部門の名称 従業員数(名) 前事業年度末比増減(名) 平 均 年 齢 平均勤続年数

店 舗 68(530) △8(△6) 33歳１ヶ月 ９年４ヶ月

物流センター 3( 0) 0( 0) 41歳７ヶ月 21年11ヶ月

本 社 44( 15) △1( 0) 40歳６ヶ月 17年１ヶ月

合計または平均 115(545) △9(△6) 36歳２ヶ月 12年７ヶ月

(注) 1. 従業員数は就業員数であり、パートおよび嘱託社員は（ ）内に１人１ヶ
月172.0時間換算による年間の平均人員を外数で記載しております。

2. △はマイナスを表しております。
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２．会社の株式に関する事項 (平成27年２月20日現在）

(1) 発行可能株式総数 40,000,000株

(2) 発行済株式の総数 10,925,861株（自己株式1,725,605株を除く。）

(3) 株 主 数 8,813名

(4) 大 株 主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

西 脇 健 司 2,579千株 23.61％

西 脇 昌 司 2,210 20.23

㈲ケン・アンド・ティー・ニシワキ 599 5.49

ジーンズメイト従業員持株会 230 2.11

西 脇 大 輔 186 1.71

ＢＮＹ ＧＣＭ ＣＬＩＥＮＴ ＡＣ
ＣＯＵＮＴ ＪＰＲＤ ＡＣ ＩＳ
Ｇ （ＦＥ-ＡＣ）

180 1.65

西 脇 　 隆 172 1.58

日 本 証 券 金 融 ㈱ 101 0.93

野 村 證 券 ㈱ 85 0.78

㈱ Ｓ Ｂ Ｉ 証 券 82 0.75

(注) 持株比率は自己株式（1,725,605株）を控除して計算しております。
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３．会社役員に関する事項
(1) 取締役および監査役の状況（平成27年２月20日現在）

役 名 氏 名 担当および重要な兼職の状況

取 締 役 会 長 西 脇 健 司 ㈲ケン・アンド・ティー・ニシワキ取締役

代表取締役社長 西 脇 昌 司 ㈲ケン・アンド・ティー・ニシワキ取締役

専 務 取 締 役 砂 田 真 一

取 締 役 中 西 直 人 店舗管理部長

常 勤 監 査 役 藤 村 道 明

監 査 役 加 納 治 夫 税理士

監 査 役 林 原 菜 穂 子 弁護士

(注) 1. 監査役加納治夫氏および林原菜穂子氏は、社外監査役であります。なお、
両氏は株式会社東京証券取引所が指定を義務付ける一般株主と利益相反が
生じるおそれのない独立役員であります。

2. 監査役加納治夫氏は、税理士の資格を有しており、財務および会計に関す
る相当程度の知見を有しているものであります。

3. 監査役林原菜穂子氏は、弁護士として企業法務および税務に精通しており、
財務および会計に関する相当程度の知見を有しているものであります。

4. 当社は執行役員制度を導入しております。
平成27年２月20日現在の執行役員は、次のとおりであります。

地 位 氏 名 担当

執 行 役 員 冨 澤 茂 営業部長

執 行 役 員 相 庭 了 商品部長

　

(2) 当事業年度中の取締役および監査役の異動

① 就任

　該当事項はありません。

② 退任

　該当事項はありません。
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(3) 取締役および監査役の報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役
(う ち 社 外 取 締 役)

4名
( 0)

44百万円
( 0)

監 査 役
(う ち 社 外 監 査 役)

3
( 2)

6
( 5)

合 計 7 51

(注) 1. 取締役の支給額には、従業員兼務取締役の従業員分給与は含まれておりま
せん。

2. 取締役の報酬限度額は、平成５年５月14日開催の第33期定時株主総会にお
いて年額200百万円以内（ただし、従業員分給与は含まない。）と決議いた
だいております。

3. 監査役の報酬限度額は、平成19年５月17日開催の第47期定時株主総会にお
いて年額30百万円以内と決議いただいております。

4. 上記のほか、本総会をもって退任予定の取締役に対し支払予定の役員退職
慰労金は下記のとおりであります。

　 退任予定取締役１名 328百万円
なお、役員退職慰労金の支給につきましては、平成19年５月17日開催の定
時株主総会において、役員退職慰労金廃止にともない打ち切り支給する旨、
決議をいただいております。
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(4) 社外役員に関する事項

① 重要な兼職先と当社との関係

　該当事項はありません。

② 当事業年度における主な活動状況

主な活動状況

社外監査役 加 納 治 夫

当事業年度開催の取締役会22回全てに出席し、また、
監査役会11回全てに出席し、税理士としての専門的
見地から、必要に応じ、当社の経営上有用な指摘、
意見を述べております。

社外監査役 林 原 菜 穂 子

当事業年度開催の取締役会22回全てに出席し、また、
監査役会11回全てに出席し、弁護士としての専門的
見地から、必要に応じ、当社の経営上有用な指摘、
意見を述べております。

４．会計監査人の状況
(1) 名 称 有限責任監査法人トーマツ

(2) 報 酬 等 の 額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 19百万円

当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の
利益の合計額

19百万円

(注) 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品
取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区
分できませんので、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載し
ております。

　

(3) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　当社では、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認

められる場合は、監査役全員の合意に基づき監査役会が、会計監査人を解任いた

します。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主

総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任理由を報告いたします。

　なお、監査役会は、会計監査人の継続監査年数等を勘案しまして、再任もしく

は不再任の決定を行います。
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５．業務の適正を確保するための体制
(1) 取締役・従業員の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するため

の体制

① 内部統制システムの一環として社長直轄の内部監査室を設置しており、業務

活動の全般に関し、方針・計画・手続の妥当性や業務執行の有効性等につい

ての監査を実施しており、業務改善に向け具体的な助言・勧告を行う。

② 経営の透明性とコンプライアンス経営および法令遵守の観点から法律顧問契

約を締結している弁護士と日常の法律問題に関する情報を交換し、これに対

する意見を聴取しつつ日常発生する法律問題全般に関して助言と指導を適時

受けられる体制を設けるものとし、取締役および使用人の職務の執行が法令

および定款に適合することを確保する体制をとっている。

③ 会社規則の制定および運用状況の検証を行う。

④ 平成19年２月21日制定の当社コンプライアンス規程第７条第３項に基づき、

暴力団等の反社会的活動、暴力、不当な要求をする人物および団体に対して

は警察、顧問弁護士とも連携の上、毅然とした態度で臨み、一切の関係を遮

断する。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

① 株主総会議事録、取締役会議事録、監査役会議事録、稟議書、各種契約書、

その他職務の執行に係る重要情報を文書管理規程に従い適切に保存・管理す

る。

② 情報の不正使用および漏洩の防止を徹底すべく、効果的な情報セキュリティ

施策を推進する。

③ 個人情報の管理については、法令はもとより、ガイドライン等を遵守すると

ともに、社内研修・モラル教育の実施および管理意識の醸成と浸透に努める

ほか、情報漏洩、不正アクセス等の防止のため、アクセス可能者の制限・パ

スワード管理をはじめとするセキュリティ体制を確立する。
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(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

① リスク管理については、危機管理規程、防災マニュアルを定めるとともに、

各部門は、それぞれの部門に関するリスクの管理を行い、必要に応じ研修、

マニュアルの作成・配布等を行う。

② 新たに生じたリスクへの対応が必要な場合は速やかに対応責任者となる取締

役を定める。

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

① 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎と

して、定例の取締役会を毎月開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催す

る。

② 「迅速かつ的確な経営および執行判断」を補完する機関として、本社課長職以

上を構成員とする経営会議を週１回定例開催し、経営課題の検討および報告

をする。

③ 業務の運営については、将来の事業環境を踏まえて中期経営計画および各年

度予算を策定し、全社的な目標を設定する。

(5) 監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合における当該使

用人に関する事項

監査役がその職務を補助すべき従業員の設置を求めた場合には、当社の従業

員から監査役補助者を任命する。

(6) 前号の従業員の取締役からの独立性に関する事項

① 監査役補助者は、取締役の指揮命令に服さないものとする。これらの者の異

動、懲戒については監査役会の同意を得るものとする。

② 監査役補助者は業務の執行に係る役職を兼務しない。
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(7) 取締役および従業員が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報告

に関する体制

① 取締役および従業員は、法令に違反する事実、会社に著しい損害を与える恐

れのある事実を発見したときには、監査役に対して当該事実を速やかに報告

しなければならない。

② 取締役および従業員は、監査役から業務執行に関する事項の報告を求められ

た場合には、速やかに報告を行わなければならない。

(8) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

① 監査役は、社内において実施される会議に参加できる。

② 監査役と代表取締役との間に、定期的な意見交換会を設定する。

(9) 財務報告の信頼性を確保するための体制

当社は財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法に基づく内部統制

報告書の有効かつ適切な提出に向け、内部統制システムの構築を行う。

また、その仕組みが適正に機能することを継続的に評価し、必要な是正を行

うことにより金融商品取引法およびその他の関係法令等に対する適合性を確

保する。

　

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

(注) 本事業報告中の記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表
　

(平成27年２月20日現在)
(単位：千円)

　

科 目 金 額 科 目 金 額

(資 産 の 部) (負 債 の 部)

流 動 資 産 4,029,076 流 動 負 債 1,064,040

現 金 及 び 預 金 989,327 買 掛 金 215,504

売 掛 金 128,994 未 払 金 629,938

有 価 証 券 1,416,635 未 払 消 費 税 等 71,395

商 品 1,386,955 未 払 費 用 16,430

前 払 費 用 62,078 未 払 住 民 税 等 54,079

未 収 入 金 11,438 前 受 収 益 48,000

そ の 他 33,645 賞 与 引 当 金 23,887

固 定 資 産 2,857,471 資 産 除 去 債 務 4,428

有 形 固 定 資 産 23,527 そ の 他 375

建 物 14,146 固 定 負 債 528,142

工具、器具及び備品 9,381 資 産 除 去 債 務 452,520

無 形 固 定 資 産 3,862 長 期 前 受 収 益 55,930

ソ フ ト ウ ェ ア 3,862 そ の 他 19,691

投 資 そ の 他 の 資 産 2,830,081 負 債 合 計 1,592,182

投 資 有 価 証 券 1,101,959 (純 資 産 の 部)

敷 金 及 び 保 証 金 1,726,257 株 主 資 本 5,293,051

長 期 未 収 入 金 172,800 資 本 金 2,015,812

そ の 他 1,864 資 本 剰 余 金 2,125,434

貸 倒 引 当 金 △172,800 資 本 準 備 金 2,125,434

利 益 剰 余 金 2,411,870

利 益 準 備 金 134,089

そ の 他 利 益 剰 余 金 2,277,781

別 途 積 立 金 2,000,000

繰 越 利 益 剰 余 金 277,781

自 己 株 式 △1,260,065

評 価 ・ 換 算 差 額 等 1,313

その他有価証券評価差額金 △519

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 1,833

純 資 産 合 計 5,294,364

資 産 合 計 6,886,547 負 債 ・ 純 資 産 合 計 6,886,547
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損 益 計 算 書
　

(自 平成26年２月21日 至 平成27年２月20日)
(単位：千円)

　

科 目 金 額

売 上 高 9,818,589

売 上 原 価 4,922,151

売 上 総 利 益 4,896,437

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,865,126

営 業 利 益 31,311

営 業 外 収 益

有 価 証 券 利 息 21,185

受 取 賃 貸 料 21,480

営 業 補 償 金 11,070

そ の 他 13,160 66,895

営 業 外 費 用

賃 貸 費 用 21,480

そ の 他 826 22,306

経 常 利 益 75,900

特 別 利 益

受 取 補 償 金 64,397 64,397

特 別 損 失

減 損 損 失 139,370

店 舗 閉 鎖 損 失 3,628 142,999

税 引 前 当 期 純 損 失 (△) △2,701

住 民 税 42,876

法 人 税 等 調 整 額 674 43,550

当 期 純 損 失 (△) △46,252
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株主資本等変動計算書
　

(自 平成26年２月21日 至 平成27年２月20日)
(単位：千円)

　

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本

合 計資 本
準備金

資 本
剰余金
合 計

利 益
準備金

その他利益剰余金 利 益

剰余金

合 計
別 途
積立金

繰越利益

剰 余 金

当期首残高 2,015,812 2,125,434 2,125,434 134,089 2,820,000 △495,966 2,458,122 △1,259,845 5,339,523

当期変動額

別途積立金の取崩 △820,000 820,000 － －

当期純損失(△) 　 　 　 　 　 △46,252 △46,252 　 △46,252

自己株式の取得 　 　 　 　 　 　 　 △219 △219

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

　 　 　 　 　 　 　 　 　

当期変動額合計 － － － － △820,000 773,747 △46,252 △219 △46,471

当期末残高 2,015,812 2,125,434 2,125,434 134,089 2,000,000 277,781 2,411,870 △1,260,065 5,293,051

評価・換算差額等

純 資 産 合 計その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算
差額等合計

当期首残高 2,404 △2 2,401 5,341,924

当期変動額

別途積立金の取崩 －

当期純損失(△) 　 　 　 △46,252

自己株式の取得 　 　 　 △219

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

△2,924 1,836 △1,087 △1,087

当期変動額合計 △2,924 1,836 △1,087 △47,559

当期末残高 △519 1,833 1,313 5,294,364
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(重要な会計方針に係る事項に関する注記)
1. 資産の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券
償却原価法(定額法)

その他有価証券
時価のあるもの
決算期末日の市場価格等に基づく時価法
(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により
算定）

時価のないもの
移動平均法に基づく原価法
　なお、取得価額と債券金額との差額が金利の調整と認められるものにつ
いては、償却原価法によっております。

(2) デリバティブの評価基準及び評価方法
時価法

(3) たな卸資産の評価基準及び評価方法
商品
移動平均法による原価法
(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

2. 固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

建物（附属設備を除く）は定額法、その他の有形固定資産については、定率
法によっております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ６～18年

工具、器具及び備品 ５～10年

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)
自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基

づく定額法によっております。
(3) 長期前払費用

均等償却
3. 引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定の債権については
個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
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(2) 賞与引当金
従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度に負

担すべき額を計上しております。
4. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

(1) ヘッジ会計の処理
① ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。
　なお、振当処理の要件を充たす場合には、振当処理を採用しております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段………為替予約
ヘッジ対象………外貨建予定取引

③ ヘッジ方針
　為替予約は、輸入仕入等に係る為替変動リスクを軽減する目的で、外貨建
予定取引の決済に必要な範囲内で行っております。

④ ヘッジ有効性評価の方法
　ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象とヘッ
ジ手段の相場変動を比較し、両者の変動額を基礎にして判断しております。

(2) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、決算期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換
算差額は損益として処理しております。

(3) 消費税等の会計処理
　税抜方式によっております。

　
(貸借対照表に関する注記)
1. 担保に供している資産の内容は次のとおりであります。

現金及び預金(定期預金) (注) 42,000千円

(注) 銀行信用状発行の担保に供しております。
2. 有形固定資産の減価償却累計額(減損損失累計額を含む) 3,331,043千円
3. 取締役、監査役に対する金銭債務 335,877千円

　取締役、監査役に対する金銭債務は、将来の退任時に支給する退職慰労金に係
る債務であります。
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(損益計算書に関する注記)
1. 営業補償金

店舗が入居しているビルの建替えに伴う営業補償金であります。
2. 受取補償金

店舗の立退きに伴う保証金であります。
3. 減損損失

当事業年度において、当社は以下の資産について減損損失を計上しております。
(単位：千円)

都道府県 用途 種類 減損損失

東京都

神奈川県等
店舗

建物 79,091

工具、器具及び備品 45,447

その他 12,420

計 136,958

神奈川県
共用

資産

建物 2,411

計 2,411

合 計 139,370

資産のグルーピングは、継続的に損益の把握を行っている店舗単位とし、本部設
備等を共用資産としております。営業損失が継続して損失である店舗及び、収益性
が低下した共用資産について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を
減損損失(139,370千円)として計上いたしました。当該資産の回収可能価額は使用価
値により算定しており、将来キャッシュ・フローに基づく使用価値がマイナスであ
るため回収可能価額は零として評価しております。

(株主資本等変動計算書に関する注記)
1. 当事業年度末における発行済株式の種類及び数

普通株式 12,651,466株

　
2. 当事業年度末における自己株式の種類及び数

普通株式 1,725,605株

　 自己株式の株式数は、単元未満株式の買取により1,016株増加しております。
　

― 18 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2015年04月13日 17時57分 $FOLDER; 18ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



3. 配当に関する事項
(1) 配当金支払額
　 該当事項はありません。

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度とな
るもの

　 該当事項はありません。
　
(税効果会計に関する注記)

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産（流動）

　賞与引当金 9,556千円

　その他 24,260千円

繰延税金資産（流動）小計 33,817千円

　評価性引当額 △33,817千円

繰延税金資産（流動）合計 －千円

繰延税金資産（固定）

　役員退職慰労未払金 119,706千円

　減損損失 198,497千円

　貸倒引当金 61,585千円

　資産除去債務 162,856千円

　繰越欠損金 2,344,191千円

　その他 6,453千円

繰延税金資産（固定）小計 2,893,291千円

　評価性引当額 △2,893,291千円

繰延税金資産（固定）合計 －千円

繰延税金資産合計 －千円

繰延税金負債（固定）

　資産除去債務に対応する有形固定資産 674千円

　繰延ヘッジ損益 1,015千円

繰延税金負債（固定）合計 1,689千円

繰延税金負債の純額 1,689千円
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(金融商品に関する注記)
1. 金融商品の状況に関する事項
(1) 金融商品に対する取組方針

設備計画に照らして、必要な資金を常に確保しております。一時的な余資は
流動性の高い金融資産で運用しております。デリバティブは、後述するリスク
を回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である売掛金及び未収入金は、取引先等の信用リスクに晒されてお

ります。有価証券及び投資有価証券は、主に満期保有目的の債券及びその他有
価証券であり、市場価格の変動リスクに晒されております。敷金及び保証金は
主に新規出店時に係る契約先への預け入れ、また長期未収入金は退店した店舗
の未返還の敷金及び保証金であり、契約先の信用リスクに晒されております。

営業債務である買掛金、未払金は１年以内の支払期日であります。なお、未
払金には役員に対し退職時に支払う退職慰労金が含まれております。

デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクを軽
減することを目的とした先物為替予約取引であります。なお、ヘッジ会計に関
するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等につ
いては、前述の「重要な会計方針に係る事項に関する注記 4. その他計算書類
の作成のための基本となる重要な事項 (1) ヘッジ会計の処理」をご参照下さ
い。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制
① 市場リスク(金利等の変動リスク)の管理

　有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況
等を把握し、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直
しております。
　デリバティブ取引の執行・管理については、内部管理規程に従い、担当部
署が決裁担当者の承認を得て、実需の範囲内で行っております。

② 信用リスク(取引先の契約不履行に係るリスク)の管理
　売掛金及び未収入金については、取引先の信用状況を監視するとともに、
取引先ごとの債権残高を随時把握することによってリスクの軽減を図ってお
ります。
　敷金及び保証金並びに長期未収入金については、差入先の信用状況を定期
的に監視することを通じて、リスクの軽減を図っております。
　デリバティブ取引については、取引先相手を高格付を有する金融機関に限
定しているため信用リスクはほとんどないと認識しております。

― 20 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2015年04月13日 17時57分 $FOLDER; 20ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



③ 流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理
　各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画表を作成・更新す
るとともに、手元流動性を維持することなどにより、流動性リスクを管理し
ております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合に

は合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変
動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該
価額が変動することがあります。

　
2. 金融商品の時価等に関する事項

平成27年２月20日(当事業年度の決算日)における貸借対照表計上額、時価及び
これらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが
極めて困難と認められるものは含まれておりません。((注２)参照)

（単位：千円)
　

貸借対照表計上額 時 価 差 額

(1) 現金及び預金 989,327 989,327 －

(2) 売掛金 128,994 128,994 －

(3) 有価証券及び投資有価証券

満期保有目的の債券 1,801,849 1,803,683 1,834

その他有価証券 700,339 700,339 －

(4) 未収入金 11,438 11,438 －

(5) 敷金及び保証金 1,726,257 1,716,058 △10,198

(6) 長期未収入金 172,800

貸倒引当金（※） △172,800

－ － －

資産計 5,358,207 5,349,842 △8,364

(1) 買掛金 215,504 215,504 －

(2) 未払金 629,938 629,938 　－

(3) 未払消費税等 71,395 71,395 －

(4) 未払住民税等 54,079 54,079 －

負債計 970,918 970,918 －
　

(※) 長期未収入金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

― 21 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2015年04月13日 17時57分 $FOLDER; 21ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項
資 産

　

(1) 現金及び預金、(2) 売掛金、(4) 未収入金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことか
ら、当該帳簿価額によっております。

(3) 有価証券及び投資有価証券
　取引金融機関から提示された価格によっております。なお、有価証券及び
投資有価証券は満期保有目的の債券及びその他有価証券として保有しており
ます。

(5) 敷金及び保証金
　返還予定時期に基づき、合理的に見積った将来キャッシュ・フローをその
期間に応じた無リスクの利率で割り引いた現在価値によっております。

(6) 長期未収入金
　回収見込額に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は帳簿価額に
ほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

負 債
　

(1) 買掛金、(2) 未払金、(3) 未払消費税等、(4)未払住民税等
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことか
ら、当該帳簿価額によっております。

(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
(単位：千円)

　

区分 貸借対照表計上額

投資事業有限責任組合への出資 16,405
　

　上記金融商品については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難
と認められることから「(3) 有価証券及び投資有価証券」には含めておりませ
ん。
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(資産除去債務に関する注記)
　資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

(1) 当該資産除去債務の概要
　店舗、本社事務所及び倉庫の建物の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務
等であります。

(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法
　使用見込期間を取得から10年と見積り、割引率は当該使用見込期間に見合
う国債の流通利回りを使用して資産除去債務の金額を計算しております。

(3) 当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減

期首残高 465,509千円

有形固定資産の取得に伴う増加額 11,387千円

時の経過による調整額 2,057千円

資産除去債務の履行による減少額 △22,005千円

期末残高 456,949千円
　
(関連当事者との取引に関する注記)
　役員及び個人主要株主等
　

種 類
会社等の
名称又は
氏 名

所在地
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又 は 職 業

議決権等
の所有(被
所有)割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科 目 期末残高

役員 西脇健司 ― ― 当社取締役会長
被所有
直接
23.92％

債務被保証
(注)
1.2.3

25,896 ― ―

個人主要株主 西脇健司 ― ― 当社取締役会長
被所有
直接
23.92％

役員の欄に記載しております。

　

(注) 1. 当社は、２店舗の賃借契約に基づく一切の債務に対して取締役会長 西脇
健司より債務保証を受けております。

2. 債務保証について保証料等の支払は行っておりません。
3. 取引金額は、当社の２店舗の支払賃借料(年額)であります。
4. 取引金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(１株当たり情報に関する注記)
1. １株当たり純資産額 484円57銭

2. １株当たり当期純損失（△） △4円23銭
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計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書

平成27年４月８日

株式会社 ジーンズメイト

取締役会 御中
有限責任監査法人 トーマツ

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 久 保 伸 介 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 三 井 勇 治 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ジーンズ

メイトの平成26年２月21日から平成27年２月20日までの第55期事業年度の計算書

類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方

針及びその他の注記並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。こ

れには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用

することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から

計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、

我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づ

き監査を実施することを求めている。
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　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証

拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、

不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評

価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意

見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、

状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の

作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判

断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に

公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明

細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記

載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告

監 査 報 告 書

　当監査役会は、平成26年２月21日から平成27年２月20日までの第55期事業年度

の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の

上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状

況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務

の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職

務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、

情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会

議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、

必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所

において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載され

ている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体

制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行

規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容

及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取

締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、

必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。以上の方法に基づき、当

該事業年度に係わる事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。

　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施してい

るかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況につい

て報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務

の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各

号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計

審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めま

した。以上の方法に基づき、当該事業年度に係わる計算書類（貸借対照表、損益

計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について

検討いたしました。
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２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正

しく示しているものと認めます。

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反す

る重大な事実は認められません。

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。

また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職

務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当である

と認めます。

平成27年４月13日

株式会社 ジーンズメイト監査役会
常勤監査役 藤 村 道 明 ㊞
社外監査役 加 納 治 夫 ㊞
社外監査役 林 原 菜穂子 ㊞

　

以 上

― 27 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2015年04月13日 17時57分 $FOLDER; 27ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



株主総会参考書類
　
議案および参考事項
第１号議案　定款一部変更の件
　 1．提案の理由

(1) 取締役および監査役が期待される役割を十分に発揮できるよう、また、社内
外を問わず広く適任者を得られるよう、取締役および監査役の責任を会社法で
定める範囲で取締役会の決議によって免除することができる旨の規定、ならび
に取締役（業務執行取締役等である者を除く。）および監査役の責任を予め限定
する契約を締結できる旨の規定を新設するものであります。
　なお、定款第29条の新設につきましては、監査役全員の同意を得ております。
　また、上記条文の新設に伴い、条数の繰り下げを行うものであります。

(2）「会社法の一部を改正する法律」（平成26年法律第90号）の施行に伴い、補欠
役員の予選に関する規定の項数が変更されましたので、所要の変更を行うもの
であります。

　 2．変更の内容
　 変更の内容は次のとおりであります。

　（下線は変更部分を示します。）

現行定款 変更案

第４章 取締役及び取締役会
第18条～第28条

（条文省略）

第４章 取締役及び取締役会
第18条～第28条

（現行どおり）

（取締役の責任免除）

（新設） 第29条 当会社は、会社法第426条第１項の
規定により、任務を怠ったことに
よる取締役（取締役であった者を
含む。）の損害賠償責任を、法令の
限度において、取締役会の決議に
よって免除することができる。

（新設） ２ 当会社は、会社法第427条第１項の
規定により、取締役（業務執行取
締役等である者を除く。）との間
に、任務を怠ったことによる損害
賠償責任を限定する契約を締結す
ることができる。ただし、当該契
約に基づく責任の限度額は法令が
規定する額とする。
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現行定款 変更案

第５章 監査役及び監査役会
第29条～第31条

（条文省略）

第５章 監査役及び監査役会
第30条～第32条

（現行どおり）

（監査役の任期） （監査役の任期）

第32条 （条文省略） 第33条 （現行どおり）

２ （条文省略） ２ （現行どおり）

３ 会社法第329条第２項に基づき選任
された補欠監査役の選任決議が効
力を有する期間は、選任後４年以
内に終了する事業年度のうち最終
のものに係る定時株主総会開始の
時までとする。

３ 会社法第329条第３項に基づき選任
された補欠監査役の選任決議が効
力を有する期間は、選任後４年以
内に終了する事業年度のうち最終
のものに係る定時株主総会開始の
時までとする。

第33条～第37条
（条文省略）

第34条～第38条
（現行どおり）

（監査役の責任免除）

（新設） 第39条 当会社は、会社法第426条第１項の
規定により、任務を怠ったことに
よる監査役（監査役であった者を
含む。）の損害賠償責任を、法令の
限度において、取締役会の決議に
よって免除することができる。

（新設） ２ 当会社は、会社法第427条第１項の
規定により、監査役との間に、任
務を怠ったことによる損害賠償責
任を限定する契約を締結すること
ができる。ただし、当該契約に基
づく責任の限度額は、法令が規定
する額とする。

第６章 会計監査人
第38条～第41条

（条文省略）

第７章 計算
第42条～第45条

（条文省略）

第６章 会計監査人
第40条～第43条

（現行どおり）

第７章 計算
第44条～第47条

（現行どおり）
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第２号議案　取締役４名選任の件

　取締役全員（４名）は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となります

ので、取締役４名の選任をお願いいたしたいと存じます。

　取締役候補者は次のとおりであります。
　

候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、当社における地位および担当
(重要な兼職の状況)

所 有 す る
当社の株式数

１
西 脇 昌 司
ニシ ワキ マサ シ

(昭和47年１月６日生)

平成13年11月 当社入社

2,210,112株

平成20年12月 当社営業部長
平成21年５月 当社取締役副社長
平成22年２月 当社代表取締役社長
平成22年６月 当社代表取締役社長兼商品

本部長
平成23年２月 当社代表取締役社長（現

任)
平成23年10月 ㈲ケン・アンド・ティー・

ニシワキ取締役
現在に至る

２
砂 田 真 一
スナ ダ シン イチ

(昭和27年12月４日生)

平成17年７月 当社入社

9,300株

平成17年７月 当社総務部長
平成20年８月 当社経営管理部長
平成21年５月 当社取締役管理本部長
平成21年９月 当社専務取締役管理本部長
平成23年２月 当社専務取締役

現在に至る

３

※

冨 澤
トミ ザワ

　 茂
シゲル

(昭和42年12月28日生)

平成２年５月 当社入社

3,168株
平成21年５月 当社営業部長
平成22年３月 当社執行役員営業部長

現在に至る
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候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、当社における地位および担当
(重要な兼職の状況)

所 有 す る
当社の株式数

４

※

大 塚
オオ ツカ

隆 平
リュウ ヘイ

(昭和17年12月24日生)

昭和40年９月 伊藤萬㈱（現、日鉄住金物
産㈱）入社

－株

昭和58年４月 同社東京繊維本部部長
平成５年４月 住金物産㈱（現、日鉄住金

物産㈱）東京ニット部長
平成７年６月 同社取締役
平成13年６月 同社代表取締役専務
平成15年６月 同社代表取締役副社長
平成20年６月 同社顧問
平成22年12月 同社顧問退任

現在に至る
　

(注) 1．※は新任の取締役候補者であります。
2．各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
3．取締役候補者大塚隆平氏は、社外取締役候補者であります。なお、当社は大

塚隆平氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所
に届け出ております。

4．大塚隆平氏は、長年にわたり住金物産㈱（現、日鉄住金物産㈱）の取締役を
務められており、経営者としての豊富な経験と幅広い見識をもとに当社の経
営を監督していただくとともに、当社の経営全般に助言を頂戴することによ
り、コーポレート・ガバナンス強化に寄与していただくため、社外取締役と
して選任するものであります。

5．当社は、大塚隆平氏の選任が承認された場合は、第１号議案定款一部変更の
件が原案どおり承認可決されることを条件に、会社法第427条第１項に基づ
く賠償責任を限定する契約を締結する予定です。当該契約に基づく責任の限
度額は、法令が規定する額といたします。
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第３号議案　監査役２名選任の件

　監査役加納治夫氏および林原菜穂子氏は、本定時株主総会終結の時をもって任

期満了となりますので、監査役２名の選任をお願いいたしたいと存じます。

　また、本議案については、予め監査役会の同意を得ております。

　監査役候補者は次のとおりであります。
　

候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、当社における地位
(重要な兼職の状況)

所 有 す る
当社の株式数

１
加 納 治 夫
カ ノウ ハル オ

(昭和22年４月14日生)

昭和41年４月 東京国税局入局

－株
平成５年８月 税理士開業登録
平成15年５月 当社監査役

現在に至る

２
林 原 菜 穂 子
ハヤシ バラ ナ オ コ

(昭和38年12月７日生)

平成６年４月 弁護士登録

240株
平成19年５月 茉莉花法律事務所開設
平成23年５月 当社監査役

現在に至る
　

(注) 1. 両候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

2. 両候補者は社外監査役候補者であります。

3. 加納治夫氏は、税理士としての財務および会計に関する専門的な知見を有

しており、これらの専門的な知見を当社の監査体制の強化に活かしていた

だくため、社外監査役として選任をお願いするものであります。なお、同

氏は、過去に社外取締役または社外監査役となること以外の方法で会社の

経営に関与したことはありませんが、上記の理由により、社外監査役とし

ての職務を適切に遂行することができるものと判断しております。

4. 林原菜穂子氏は、弁護士として培われた専門的な知識、経験等を有してお

り、これらの専門的な知識、経験等を当社の監査体制の強化に活かしてい

ただくため、社外監査役として選任をお願いするものであります。なお、

同氏は、過去に社外取締役または社外監査役となること以外の方法で会社

の経営に関与したことはありませんが、上記の理由により、社外監査役と

しての職務を適切に遂行することができるものと判断しております。

5. 加納治夫氏の当社社外監査役就任期間は本総会終結の時をもって12年、林

原菜穂子氏の当社社外監査役就任期間は本総会終結の時をもって４年とな

ります。

― 32 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2015年04月13日 17時57分 $FOLDER; 32ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



6. 加納治夫氏および林原菜穂子氏は社外監査役候補者であり、当社は、両氏

が東京証券取引所が指定を義務付ける一般株主と利益相反が生じるおそれ

のない独立役員である旨の独立役員届出書を提出しております。

7. 当社は、加納治夫氏および林原菜穂子氏の選任が承認された場合は、第１

号議案定款一部変更の件が原案どおり承認可決されることを条件に、会社

法第427条第１項に基づく賠償責任を限定する契約を締結する予定です。当

該契約に基づく責任の限度額は、法令が規定する額といたします。
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第４号議案　補欠監査役１名選任の件

　法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備えて補欠監査役１名の選

任をお願いいたしたいと存じます。

　なお、その選任の効力は就任前に限り、監査役会の同意を得て、取締役会の決

議によりその選任を取り消すことができるものとさせていただきます。

　また、本議案については、予め監査役会の同意を得ております。

　補欠監査役候補者は次のとおりであります。
　

氏 名
(生年月日)

略歴、当社における地位
(重要な兼職の状況)

所 有 す る
当社の株式数

小 杉 公 一
コ スギ キン イチ

(昭和27年12月12日生)

昭和61年４月 弁護士登録

－株
平成14年４月 ルネス総合法律事務所開設
平成19年４月 東洋大学法科大学院教授

現在に至る
　

(注) 1. 候補者と当社の間に特別の利害関係はありません。

2. 候補者は社外監査役候補者であります。

3. 小杉公一氏は、弁護士として培われた専門的な知識、経験等を有しており、

これらの専門的な知識、経験等を当社の監査体制の強化に活かしていただ

くため、補欠監査役として選任をお願いするものであります。なお、同氏

は、過去に社外取締役または社外監査役になること以外の方法で会社の経

営に関与したことはありませんが、上記の理由により、社外監査役として

の職務を適切に遂行することができるものと判断しております。

4. 小杉公一氏は、補欠監査役候補者であり、東京証券取引所が指定を義務付

ける一般株主と利益相反が生じるおそれのない独立役員の候補者でありま

す。

5. 当社は、小杉公一氏が監査役に就任された場合は、第１号議案定款一部変

更の件が原案どおり承認可決されることを条件に、会社法第427条第１項に

基づく賠償責任を限定する契約を締結する予定です。当該契約に基づく責

任の限度額は、法令が規定する額といたします。

以 上

― 34 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2015年04月13日 17時57分 $FOLDER; 34ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



日
本
橋
駅

昭
和
通
り

首
都
高
速

新
大
橋
通
り

永代通り 茅場町駅

●三菱倉庫

●大和証券

(西口)

●第二証券会館

● ●

SMBCフレンド
証券

リテラ・
クレア証券

●
日本橋郵便局

東京証券
会館
●

●
みずほ銀行

●岡三証券

●兜神社

入　口

東京証券取引所
東証ホール

D2 11 ７

●みずほ銀行

株主総会会場ご案内図

会 場 東京都中央区日本橋兜町２番１号

株式会社東京証券取引所 東証ホール (２階)

電話 ０３－３６６６－０１４１

＜最寄駅＞

東京メトロ東西線 茅場町駅 （出口11）徒歩５分

東京メトロ日比谷線 茅場町駅 （出口７）徒歩７分

都営浅草線 日本橋駅 （出口D2）徒歩５分

東京証券取引所内の駐車場はご利用できませんのでご了承ください。
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